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論 文 内 容 の 要 旨
本論文の課題は、定款の自治が認められる内容・範囲と、その限界を考察することである。本論文は、
編をもって構成される。第編（Ⅰ）は、本論文の課題と取り上げる研究対象を提示する。第編（Ⅱ）
では、定款と株主間契約の比較を論じ、その後、第編（Ⅲ）で定款自治の拡大、そして第編（Ⅳ）で
は定款自治の限界を論じ、第編（Ⅴ）で結語を述べている。
 本論文における筆者の問題意識は次のとおりである。
2005年制定の現行会社法では、その特色のつとして、大幅な定款自治の拡大が認められた。しかし、
その拡大がどこまで認められるのか。もし限界があるのであれば、その限界はどこなのか。また限界を決
めるその根拠は何かについては、わが国の研究は緒についたばかりであり、解明すべき点が多い。定款自
治の拡大と限界という普遍的なテーマを解釈するための素材を提供して、このテーマの解決に資するとい
う課題と目的のもとで、本研究は行なわれている。
本論文は、その研究対象として、フランスの簡易株式組織会社（société par actions simplifiée. 以下、
SAS という）制度における社員権をとりあげ、その SAS の社員権に関して問題となっている、①株式の
譲渡禁止条項、②株式の譲渡制限条項および③社員の除名条項というつの事項について、それぞれ定款
で自由に定めることが認められる範囲と、その限界の有無および限界の理由について、フランスの制度と
解釈を検討したものである。
 第編「はじめに」において、本論文の対象を明確にした後、第編（Ⅱ）においては、まず、定款
に定めた効力と定款外の株主間契約の効力および内容に違反した場合の効力について、その相違点を検討
している。第編は、節からなっている。
第節において、まず、問題の所在を明示した後、第節では、定款に最低限度の規定を置き、これを
株主間契約で補完するという一般的方法につき、それぞれの社員に対する対抗力を検討し、第節では、
会社に対する対抗力を、さらに第節では、第三者に対する対抗力を論じている。概して、定款の効力が
株主間契約の効力より対抗力が強いことを明らかにしているが、とくに第三者に対する対効力について
は、定款に定めたことのみをもって第三者に対抗することができない場合があること、悪意の第三者に対
しても対抗できない事項があることに言及している。ただ SAS の将来の社員は、定款の内容について事
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前の調査義務が課せられる可能性があることを指摘する。
最後に、第節において、定款または契約に違反した場合の効力を論じ、定款の定めに違反した場合は、
無効という制裁が課されるという点で株主間契約より有利であることを明らかにする。
 第編（Ⅲ）は章から成る。本編では、定款自治の拡大について、株式の譲渡と社員の議決権を中
心に論じている。
（）第章(1)は節をもって構成され、株式の譲渡に関する定款自治の拡大について検討を行っている。
第節では、SAS 法制定以前の株式譲渡に関する株主間契約の生成過程および契約の種類について概
観し、第節では、一人 SAS においては SAS 法の規定が一部適用排除される旨の規定が存在することを
指摘し、その場合に生じうる不都合を回避するために、当該条文の解釈による解決を試みている。第節
以下では、SAS における株式譲渡に関する条項について、従来の株式会社法と比較しながら、定款自治
に委ねられていると考えられる範囲に関して検討している。法定の条項が存在していても、各条項の具体
的な内容についてはほとんど規定が置かれていないため、いかなる手続、要件等を定款に定めうるか、そ
の内容を明らかにすることが、本節の検討の目的である。第節から第節は、このような SAS におけ
る法定の条項について定款で定めうる範囲について検討を行い、第節から第節は、法定外の条項を検
討の対象としている。
まず、第節では株式の譲渡承認条項について、第節では株式の譲渡禁止条項について、第節では
社員の除名条項についての検討がなされている。なかでも、社員の個性が重要な役割を果たしている
SAS において、株式の譲渡承認条項と社員の除名条項は、人的要素の重視につながる社員の団結と安定
性を確保するため、SAS 法により定款に定めうることが明確に認められた条項である。その意味で、定
款自治の拡大という観点から検討する意義は大きいことを指摘している。
次に、法定外の条項として、第節では株式の先買条項について、第	節では株式数の上限条項につい
て、第節では社員の退社条項についての検討を行っている。法定外の条項も検討対象としたのは、株式
譲渡に関して定款に定めることができるのは法定条項に限られないとする学説が多数にのぼることから、
いかなる条項を定款に定めうるか、その限界を明らかにするためであると述べている。
（）第章(2)は節をもって構成される。本章は、社員の議決権に関する定款自治の拡大に関する検討
である。第節では、社員総会が必置機関ではない SAS において、社員が議決権を行使しうる状況につ
いて述べている。第節では、社員が議決権を行使するため必要となる情報を得る権利、すなわち情報収
集権について概観している。
第節では、社員の議決権の数について定款に定めうる内容について検討を行っている。SAS には株
式会社における株議決権の原則（225-122条項）が適用されないため、議決権の数について定款に
定める必要があるからである。検討の結果、人票とするほか、株式会社におけるよりも要件の緩和さ
れた複数議決権の付与、株式数の上限設定が可能であることが明らかにされている。
第節では、SAS においても、定款に定めることにより、議決権なき優先株式の発行が可能であるこ
とを論じている。
（）第編(Ⅳ)は、章からなる。本編は、第編での検討の結果、SAS においては広範な定款自治が
認められていることが明らかになったことにともない、そこから生じた疑問、すなわち自治拡大の範囲に
限界はないのかという問題について考察している。この問題点に関しては、社員の議決権を中心に検討が
行われている。
第章(1)で問題の所在を明らかにし、第章(2)では、社長の会社代表権の委任に関する定款自治の限
界を明らかにした判例について論じた後、現在は明文規定がこれを認めていることを指摘している。
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第章(3)は、節からなる。本章では、定款により社員の議決権を奪うことができるか否かについて
論述している。
第節では、社員の本質的な特権とされてきた議決権の性質に関する学説上の変遷を概観した後、第
節において社員の議決権剥奪に関する近年の破棄院判例を取り上げ、判例上の変遷を述べている。
第節では、定款自治の範囲が広い SAS においてさえ、定款をもってしても社員の議決権を奪うこと
はできないと判示した2007年10月23日破棄院判決について検討している。破毀院は、定款による議決権の
剥奪を認めない根拠として、「社員は合議による決議に参加する権利を有する」と規定する民法典1844条
項は公序、すなわち強行規定であることを挙げている。なお、学説上の定款自治の限界の根拠に関する
議論については、前述の第編第章第節および第節において検討されており、株式の譲渡を承認し
ない場合、社員を除名する場合に、当該社員が有する株式の買取価格を定款に定めるに際して、公序（民
法典1844-1条項）に反してはならないと解されていることが指摘されている。以上のことから、フラン
スにおける判例上および学説上のいずれも、定款自治の限界の根拠のつが公序であることを結論づけて
いる。
（）このような結論をふまえ、結語において、わが国の会社法における定款自治の範囲について考察し
ている。従前、わが国においては、株主平等原則の観念が必要以上に定款自治を制約してきたとされてい
る。これに対して、とくにフランスの SAS と類似点の多いわが国の合同会社においては、社員が有する
権利の内容について、社員ごとに従来よりも異なる取扱いを行う旨を定款に定めることは十分可能である
と考えられることを指摘している。もっとも、定款による社員ごとの異なる取扱い、すなわち定款自治に
は限界があると考え、その根拠を公序（強行規定）とすることは検討に値するものであると主張している。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文の第編から第編は、既に公表された本の論文に大幅な加筆修正を施したものである。強行
法規が多数存在する有限責任会社において、定款自治の拡大とその限界をどこに求めるかは、諸外国にお
いても、重要な問題とされ、各国の会社法上における共通の問題であるといえる。わが国においても大幅
な定款自治を認めた平成17年の現行会社法の解釈上重要な問題である。このような状況の下にあって、各
国法制間の相互の異同を研究し、そこから種々の示唆を受けることは、有益・有効な対処方法であると考
える。しかしそのような研究はまだ緒についたばかりである。本論文は、この問題に関する端緒を与える
ものであると同時に、現時点でのわが国における到達点を示すものであって、以下のとおり、博士学位申
請論文として十分な独創性を備えた研究成果であると評価することができる。
．本論文は、フランス法との比較法的研究に基礎を置くという伝統的な手法をとっている。わが国にお
いて、前述の問題に関して、フランス会社法から示唆を受けようとする場合、先行する研究はきわめて乏
しい。フランスでは、1994年に、簡易株式組織会社（SAS）という新たな会社制度が創設されたが、筆者
は、このフランス SAS とわが国の有限責任会社である閉鎖型株式会社および合同会社制度との間に類似
点が多いことに着目した。その上で、フランス SAS とわが国の閉鎖型株式会社および合同会社の定款自
治との比較を行うため、まず SAS の社員の地位である株式の譲渡に関する定款条項、および社員の議決
権に関する定款条項、とくに除名決議対象社員から議決権を剥奪すると定める旨の条項の効力を論じて、
それぞれの限界を明らかした。
フランスにおけるこの形態の会社について、定款自治の限界という問題点について論じた、わが国にお
ける先例・業績は全くない。のみならず SAS 自体を本格的に論じた研究そのものが殆どないのである。
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まずこの点で、本論文には、極めて高い独創性を認めることができる。加えて、解明した SAS における
定款自治の限界を手がかりに、合同会社の定款の制度の考察を行なっている。これにより合同会社におけ
る定款自治の拡大の限界を明確にして、わが国における定款自治拡大の限界という普遍的問題を解決する
ための重要な判断材料を提供している。この点でも、本論文は、わが国の会社法学の発展に寄与するとこ
ろが大きいと考えられる。
．一方、本論文には次のような問題も見受けられる。まず、株式の譲渡、議決権について定款自治の限
界を個別的に検討したことを、一般原則として普遍化することができるかという点について、その積極的
な証明がいま一つ不足していることは、否めないであろう。また、フランスでは定款により社員の議決権
を奪うことはできないとしても、利害関係のある社員に「議決権なき優先株式」を付与すれば、議決権を
実質的に奪うことができることになる点も、あわせて総合的に検討すべきであるが、この点の考察がなさ
れておれば、より完成度の高い論文になったと思われる。さらに本論文でなされている、定款と株主間契
約の比較について、この両者を比較することの意義をより明確にし、定款の「第三者に対する対抗力」に
ついても、より深い検討が必要と考えられる。
．しかし、これらの問題点は、今後の研究において補完されるべき課題であって、本論文の価値・意義
を損なうものではない。本論文は、筆者が研究者として自立して研究活動を行うために必要な高度な研究
能力とその基礎となる豊かな学識を有することを示す研究業績であると評価することができる。
．論文審査委員名は、2011年月26日に、関西学院大学大学院法学研究科の規定に従い、学内に広く
公示・予告した公開審査会の場において、筆者の研究報告を聴取し、口述試験を行なった。これらの結果
をふまえ、名の審査委員は、全員一致で、小西みも恵氏の本論文が博士学位申請論文として十分な水準
にある研究業績であることを認め、ここに報告をする次第である。
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